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ひと、くらし、みらいのために 

■ 労働条件の確保・改善
　労働時間や賃金、職場での安全衛生と
いった労働条件の最低基準を定め、全国
で守られるよう取り組んでいます。また働
く人と雇う人の間の労働関係が良好なも
のとなるよう、労働条件の設定のルールを

整えるほか、働
く人の団結権の
保 障や紛 争 解
決の援助を行っ
ています。

■ 働く人の安全と健康の確保
　働く人が、毎日元気に仕事に行
き、帰ってくる…この当たり前の暮
らしを守るため、働く現場での事故
や過労死の防止、メンタルヘルスの
確保、病気の治療と仕事の両立と

いった働
く人の安
全と健康
を守るた
めの施策
を行って
います。

「労災保険」は
仕事上や通勤による
ケガや病気に対して
必要な保険給付を
行う制度です。

仕事上や通勤による
ケガや病気に対して

亡くなられた場合、
遺族の方に年金か
一時金をお支払い
します。

遺族（補償）給付

無料で治
療が受け
られます。。

療養（補償）給付

仕事に行けない
日は給料の約８
割をお支払いし
ます。

休業（補償）給付

介護を受けている
場合、その費用を
お支払いします。

介護（補償）給付

障害が残った場合、
年金か一時金をお支
払いします。

障害が残った場合、
年金か一時金をお支

障害（補償）給付

労災保険で受けられる主な給付一覧

l  労働条件確保 l

働く人の生活、安全、健康を守る

私たちの使命  O u r  M i s s i o n

働く人の立場に立って、皆さんの生活、安全、健康を守っていくことが労働基準局の使命
です。そのために、労働条件の最低基準を定め、それを遵守するよう企業等に指導してい
くとともに、労働条件の設定のルールやもしものときの労災保険制度を整備することで、
働く人が安心して快適に働くことのできる社会を実現していきます。また、長時間労働の
是正や副業・兼業等の多様な働き方を進め、「働き方改革」を実行していきます。
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■ 病気の治療と仕事の両立支援

　高齢化を背景に、病気を抱えながら働く人が増
えることが見込まれます。こうした中で、病気を治
療しながら働き続けられる社会の実現に向けて、

企業の意識改革や、企業と医療機関等の関係者
が協力した両立支援体制の整備等に取り組んで
いきます。

■ 副業・兼業の促進

　副業・兼業は、希望する方が年々増
加する一方、多くの企業では認めてい
ません。自身の能力を一企業にとらわ
れずに幅広く発揮したい、スキルアップ
を図りたいなどの希望を持つ人が、副
業・兼業できる環境を整備するため、

働く人や企業の留意点をまとめたガイ
ドラインを策定しました。また、モデル就
業規則（就業規則作成の参考になるよ
う、厚生労働省が示しているひな型）に
ついて、原則、副業・兼業を認める内容
に改定しました。
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政策紹介

■ 労災保険制度
　労災保険は、働く人の業務中や
通勤中のケガ等に対して、必要な
補償を行う制度です。最近では、
過労死等による労災請求が増加
しており、迅速かつ適正な保険給
付に努めています。
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03
　働く現場で怪我をされる人は年間11万人を超え、命を落
とされる人はいまだ1,000人近くにも及びます。長時間労働等
による「過労死」、ストレスによる「メンタルヘルス不調」、化学
物質による「職業がん」等、働く人の健康課題はつきません。
このような労働災害を防ぎ、働く人の安全と健康を守る
ため、時代の変化に対応した施策に取り組んでいます。
平成30年度は、こうした取組を進
めるための新たな５か年計画が
スタートします。

01
　働く際の賃金や労働時間、職場での安全衛生などの労
働条件の最低基準は、労働基準法などの法令で定められ
ています。こうした法令を企業に遵守させる役割を担って
いるのが「労働基準監督官」です。
　労働基準監督官は全国に325箇所ある労働基準監督署
に配置され、企業を訪問し、法令違反に対しては速やかな
改善を指導します。また、重大又は悪質な事案については、
刑事事件として捜査し、検察庁に送検するなどの対応を行
っています。さらに、東京及び大阪労働局に過重労働撲滅
特別対策班（通称「かとく」）を設置し、過重労働に関する
刑事事件について積極的かつ効率的に対応しています。
　これらの取組により、法令に定めら
れた労働条件が守られ、働く人が安心
して暮らせる社会を実現していきます。

02
　今、一人ひとりの意思や能力、置かれた事情に応じた
多様な働き方の選択を可能とするため、働く人の視点に
立った「働き方改革」が求められています。
　労働基準局では、長時間労働の是正や多様な労働時間
制度の普及促進などの「働き方改革」に取り組んでいきます。
　具体的には、時間外労働の上限を月45時間、年360時
間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも年
720時間、単月100時間未満、複数月平均80時間を限度と
する上限規制の創設をはじめとした労働時間法制の抜
本的改革を目指しています。
　また、長時間労働になっている人が多い業界について、
取引慣行や下請構造にも踏み込んで改善を行うため、事
業者や関係省庁を巻き込んで検討を行っています。
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副業を希望する者は、年々増加傾向。


